
第 11 期決算公告 

令和７年７月４日 

東京都港区麻布台一丁目 3 番 1 号                                                    

ｉＸＩＴ株式会社   

代表取締役社長 西條 晋一 

貸借対照表（令和７年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

（資産の部） 

流動資産 

 現金及び預金 

 売掛金 

 たな卸資産 

 前払費用 

未収入金 

その他 

 貸倒引当金 

固定資産 

 有形固定資産 

  工具器具備品 

 無形固定資産 

  商標権 

  電話加入権 

 投資その他の資産 

  出資金 

    敷金及び保証金 

繰延税金資産 

   

   

   

   

 

355,611 

260,229 

74,315 

3,555 

2,756 

22,488 

872 

△8,606 

17,402 

0 

0 

0 

0 

0 

17,402 

0 

108 

17,294 

 

 

 

 

（負債の部） 

流動負債 

 買掛金 

 未払金 

 未払費用 

 未払法人税等 

預り金 

 その他 

 

 

 

89,121 

25,519 

48,799 

3,474 

290 

14 

11,023 

 

 

負債合計 89,121 

（純資産の部） 

株主資本 

 資本金 

 資本剰余金 

  資本準備金 

  その他資本剰余金 

 利益剰余金 

  その他利益剰余金 

   (うち当期純利益) 

    

 

283,892 

100,000 

999,480 

110,000 

889,480 

△815,587 

△815,587 

(101,603) 

純資産合計 283,892 

資産合計 373,014 負債純資産合計 373,014 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  



1． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券 

ⅰ．市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

ⅱ．市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しています。 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用

しております。 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法によっております。主な耐用年数は以下のとおりであります。 

・建物附属設備及び構築物 10～15 年 

・工具、器具及び備品   ３～10 年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、ソフトウェアに関して

は見込利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

・ソフトウェア ２～５年 

・商標権    10 年 

 

（3）引当金の計上基準 

・貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を算定しております。 

 

（4）収益及び費用の計上基準 

当社の収益は、主に受託売上に係る収益であります。 

受託売上に係る収益は、主にソフトウェアの受注製品の販売であり、顧客との契約に基づいて、製品を

提供する履行義務を負っています。原則として、顧客との履行義務を充足するにつれて収益を認識してお

ります。ただし、期間が短い契約に関しては履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

 



（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

該当事項はありません。 

 

２．収益認識に関する注記 

 収益を理解するための基礎となる情報 

 「重要な会計方針」の(4)収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 

短期金銭債務 

1,612 千円 

6,638 千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

販売費及び一般管理費 31,514 千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

当会計期間の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 31,000 株 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の 

所有(被所有)

割合(％) 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

エキサイト

ホールディ

ングス㈱ 

被所有 

 直接 96.8 
役員の兼任 

経営指導

料 
30,333 未払金 5,307 

 

（2）関連会社等 

該当する事項はありません。 

 

（3）兄弟会社等 

該当する事項はありません。 

 

（4）役員及び個人主要株主等 

該当する事項はありません。 

 



７．１株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額 

（2）１株当たり当期純利益 

9,157 円 83 銭 

3,277 円 54 銭 

 

以上 


